
交付対象経費
（千円）

10
農業水利施設外来水生植物駆除緊
急対策事業

ナガエツルノゲイトウの農地における繁茂拡大を防止するた
め、土地改良区等が農業用水路内で行う駆除費用を支援する
ことで、別途に実施する農業水利施設外来水生植物侵入防止
対策緊急支援事業との相乗効果により、価格が高騰する除草
剤の使用量を削減し、物価高騰の影響を受ける農家の負担軽
減を図る。

R6.2.19 R7.3.13 32,483 32,483
物価高騰の影響により、除草剤等
の負担を軽減する土地改良区等
数：５改良区等

6改良区等 120%

新利根川流域において、ナガエツルノゲイトウの侵入
防止フェンスが設置された農業水利施設のうち、土地
改良区等から要望のあった繁茂が著しく駆除に係る費
用負担が大きい水路を選定し、事業者に対し補助金を
交付した。
・交付実績件数：６件
・交付実績金額：32,483千円

○ナガエツルノゲイトウの農地への侵入防止フェン
スが設置された農業水利施設のうち、繁茂が著しい
箇所の駆除を実施することにより、ナガエツルノゲ
イトウの繫茂拡大を防止することができた。
○農地への侵入防止フェンスの設置と駆除の相乗効
果により、除草剤の使用量を削減し、物価高騰の影
響を受けた農家を支援することができた。

県民 環境政策課

11 医療機関等物価高騰対策支援事業
物価高により増大する医療機関等の負担を軽減し、健全な経
営の維持を図るため、医療機関開設者等に対して支援を行
う。

R6.2.1 R6.6.30 387,493 387,490 支援金の支給件数：6,234件 2,138件 34% 医療機関等からの申請に対して支援金を支給した。
支援金を支給することで、物価高による医療機関等
の負担を軽減し、健全な経営の維持を図ることがで
きた。

保健 保健政策課

12 介護施設等物価高騰対策支援事業
エネルギー価格の高騰により増大する高齢者施設の負担を軽
減し、健全な経営の維持を図るための支援を行う。

R6.2.1 R6.6.30 548,620 548,616
支援金を支給する施設数
高齢者施設：4,141カ所

1,608カ所 39%

光熱費及び食材料費の値上げの影響を受ける事業者に
対し支援金を支給した。
・交付実績施設数：1,608カ所
・交付実績金額：522,728千円

支援金の支給により、介護施設等の安定的なサービ
ス提供に寄与した。

福祉 長寿福祉課

13 障害者施設物価高騰対策支援事業
価格高騰分を利用者負担額に価格転嫁できない障害者施設に
対する支援

R6.2.1 R6.6.30 109,533 109,533
支援金を支給する施設数
障害者施設：3,529カ所

704カ所 20%
光熱水費等の高騰で負担増となった事業所に対し、支
援金を支給した。

支援金の支給により、施設の負担を軽減し、健全な
施設運営に寄与した。

福祉 障害福祉課

14
幼児教育・保育施設物価高騰対策
支援事業

エネルギー価格の高騰により増大する幼児教育・保育施設の
負担を軽減し、健全な経営の維持を図るための支援を行う。

R6.2.1 R6.6.30 167,624 167,624
支援金を支給する施設数
幼児教育・保育施設：1,055施設

549施設 52%

光熱費及び食材料費の値上げの影響を受ける事業者に
対し支援金を支給した。
・交付実績施設数：549カ所
・交付実績金額：167,624千円

支援金の支給により、幼児教育・保育施設等の安定
的なサービス提供に寄与した。

福祉 子ども未来課

15
特別高圧受電施設等電気料金支援
事業

電気料金高騰の影響を受ける特別高圧で受電する中小企業等
への支援のため、国の電気料金支援の対象外となる特別高圧
受電施設（商業施設等の入居テナント含む）等に対し、電気
料金の一部の支援を引き続き実施する。

R6.5.1 R6.11.18 239,563 239,563
特別高圧で受電する中小企業等：
約650事業者への電気料金の支援

116事業者 18%

特別高圧で受電する中小企業（テナントを含む）及び
病院に対し、使用電力量に応じて支援金を支給した。
 支援対象期間：2023年10月～2024年5月
 支援単価：1.8円/kWh（2024年５月分のみ0.9円）
 支給総額：216,626千円

国の電気料金の支援対象外となっている特別高圧で
受電する中小企業に対し、電気料金の一部支援を行
うことで、県内中小企業の負担軽減に寄与できた。
なお、対象事業者については、みなし大企業などに
該当し、支給対象外となった事業者も多かったた
め、当初の想定よりも少なくなっている。

産業 中小企業課

16 いばらき業務改善奨励金事業
物価高の影響により厳しい状況にある中小企業の生産性向上
を図り、賃上げを促進する目的。

R6.1.4 R6.6.14 5,909 5,909
賃上げを行う中小企業・小規模事
業者
40社

26社 65%

生産性向上を図り、賃上げを行った中小企業等に対し
奨励金を交付した。
・交付実績件数：26社
・交付実績金額：5,909千円

物価高の影響により厳しい状況にある中小企業等の
生産性向上を図り、賃上げを促進することができ
た。

産業 労働政策課

17 飼料価格高騰緊急対策事業
配合飼料価格安定制度の積立金を支援することで、飼料価格
高騰による生産者負担を軽減する。

R6.1.26 R6.4.30 325 325 支援数量　984,730ｔ 980,231t 100%

〇配合飼料価格安定制度の積立金への支援をした。
・実績戸数　857戸
・実績額　980,231t×600円/t＝588,138千円
〇事務に係る経費の補助をした。
・実績額　325千円

配合飼料の高騰及び「配合飼料価格安定制度」の生
産者積立金の増額による畜産農家の負担軽減を図っ
た。

農林 畜産課
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18
コイ養殖餌料価格高騰緊急対策事
業

コイ養殖餌料価格の急騰への激変緩和措置として養殖用配合
飼料価格安定対策事業（漁業経営セーフティーネット構築事
業）を活用するコイ養殖業者に対し、価格上昇分のうち養殖
業者積立金の一部を１年間補助し、生産者の負担軽減を図る
とともに、国産原料を用いた配合餌料への切り替えを進める
ことで、養殖業者自らの経営改善に資する取組を支援する。

R6.2.22 R7.3.24 27,958 27,958
餌料価格高騰への負担軽減を支援
するコイ養殖業者数17者

16者 94%

コイ養殖餌料価格高騰緊急対策事業費補助金要綱に基
づき、霞ヶ浦漁業協同組合（４者）と霞ヶ浦北浦小割
式養殖漁業協同組合（12者） の２組合16者に対し、補
助金を交付した。
・交付実績件数16件
・交付実績金額：27,958千円

養殖業者の餌料高騰に伴う自己負担を軽減した。 農林 漁政課

19
農業水利施設外来水生植物侵入防
止対策緊急支援事業

ナガエツルノゲイトウの農地における繁茂拡大を防止するた
め、農業用水の取水口に侵入防止フェンスを設置する費用を
支援することで、価格が高騰する除草剤の使用量を削減し、
農家の負担軽減を図る。

R6.2.7 R7.2.13 28,557 28,557
侵入防止フェンスを設置する農業
水利施設：223施設

195施設 87%
新利根川や霞ケ浦などナガエツルノゲイトウの繁茂が
拡大している流域において、農業用水利施設（195施
設）の取水口にネットフェンスを設置。

侵入防止フェンスを設置した農業水利施設の受益地
で、ナガエツルノゲイトウの生息状況調査を行った
ところ、侵入防止フェンス設置後に新たなナガエツ
ルノゲイトウの侵入は、確認できなかったため、新
たなナガエツルノゲイトウの侵入による除草剤の使
用削減が図ることができた。

農林 農村計画課

20
省力化・グリーン化同時実現型資
材活用推進事業

原油価格・物価高騰等に対応し、プラスチックマルチから生
分解性マルチへ転換することで、省力化・生産性の向上によ
り所得を増加させ、かつ環境にやさしい農業への構造改革へ
の取組を支援する。

R6.1.23 R7.3.31 87,148 87,131
生分解性マルチの導入面積　現状
（500ha）の120％増（＋600ha）

122%増 102%

生分解性マルチの活用拡大に取り組む認定農業者等を
対象に、1mあたり15円の補助を行った。
・補助件数　96件（約610ha）
・補助実績金額：23,274千円

○生分解性マルチの導入により省力化を進め、生産
性及び所得の向上を図った。
○環境負荷の低減による持続的な農業への構造転換
を進めた。
〇キャベツやレタス、かんしょ等の露地野菜栽培、
約610ha(R5・R6累計)において、新たに慣行マルチ
から生分解性マルチへと転換が図られた。

農林 農業技術課

21 儲かる産地支援事業
「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を充
当したため、「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」
は未活用

農林 産地振興課

22 乾牧草価格高騰激変緩和対策事業
輸入乾牧草価格高騰による生産者負担の軽減を図り、物価高
騰による経営への影響を緩和する。

R5.7.28 R6.4.30 48,367 48,367 支援金を交付する農家数：760戸 578戸 76%

〇粗飼料購入に要した経費の一部を助成した。
・基本支援
　実績戸数　578戸
　実績額　505,886千円
・上乗せ支援
　実績戸数　26戸
　実績額　46,486千円
〇事務に係る経費の補助をした。
・実績額　1,881千円

〇価格高騰によるコスト上昇分の一部を支援するこ
とにより、生産者の負担軽減を図った。
〇国産粗飼料の利用拡大に取り組む生産者への上乗
せ支援により、生産基盤の維持・強化を図った。

農林 畜産課

23 稼げる地域観光支援事業
「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を充
当したため、「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」
は未活用

営業 観光戦略課

24 ITパスポート等取得支援事業

物価高騰からの経済回復を確実なものとし、賃上げや労働生
産性の向上を図るため、従業員のデジタルリテラシー習得に
取り組む中小企業等を支援し、企業のリスキリング環境の構
築を推進する。

R5.11.28 R6.5.2 457 457 ITパスポート等の合格者155人 33人 21%

従業員のデジタルリテラシー習得に取組む中小企業等
の支援のため、ITパスポート等取得のための受験料ま
たは受講料について補助金を交付した。
・ITパスポート等の合格者数：33件

○県内合格者が昨年度に比べ大きく減少しており、
補助金の申請数も伸びなかった。
○業務直結の専門資格やスキルが優先される傾向が
顕著であり、デジタルスキルの有用性への理解が思
うほど進まなかった。

産業 産業人材育成課

No：実施計画に記載しているナンバー（実施計画の様式上、本県はNo.10からとなる。）


